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社民党、立憲民主との合流問題判断先送り 全国幹事長会議で方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社民党本部は 29 日、立憲民主党が呼びかけた政党合流に応じる

かどうかの判断を、当面先送りする方針を固めました。立憲と国民

民主党の合流協議がまとまらず、野党結集の先行きが不透明になっ

たことから、党も時間をかけて意見集約することにしたものです。 

 党執行部は 29 日、国会内であった全国幹事長会議で先送り方針

を伝達しました。又市党首は「中央と地方でキャッチボールが出来

ていたとは言いがたい。時間的余裕が出来たので、社会民主主義の

政権（樹立）を目標に議論し、意思統一しよう」と表明。合わせて

「立憲の政策は社民党と全く似ている」とも述べ、合流自体には前

向きな考えも示しました。 

党執行部は当初、この日の幹事長会議で意見を集約し、２月下旬の党大会で議案として合流の可否をはかるシナ

リオを描いていました。出席者からは「安倍政権と対抗するために合流交渉を進めるべきだ」との声と、「社民党の

運動理念を守るために打ち切るべきだ」とする意見の双方が上がりました。党執行部は、今年前半は衆院解散・総

選挙の可能性は低いとみており、次の衆院選に向け党内論議を続けることにしたものです。 

 社民党の国会議員は合流に前向きな声が多いのが現状です。党所属の国会議員は衆参合わせて４人。昨夏の参院

選で得票率を２％以上獲得したことで政党要件を満たしたものの、「このままでは党勢衰退を止められない」との強

い危機感があります。党幹部は今後の合流交渉について「解散のタイミングをにらみながら進めていく」としてい

ます。ただ、社民党は党員は約１万人、地方議員は約 500 人を抱え、意見集約は難航も予想されます。党側は立憲

との合流交渉で、機関紙や地方職員の雇用について保障を求めていますが、立憲が受け入れるかどうかも現時点で

は見通せないとしています。（朝日デジタルニュースより抜粋） 

 

社民、合流判断先送りへ 2 月大会で決めず 

社民党は 23 日の常任幹事会で、立憲民主党との合流を巡る判

断を先送りする方針を決めた。2月下旬の定期党大会で最終決

定する段取りを変更し、当面は党内で議論を続ける。地方組織

から合流を懸念する声が相次ぎ意見集約が難しくなっていた。 

常任幹事会で「合流の是非を定期大会で決めるのではなく、丁

寧に議論を積み上げる」などとした方針案を議論し、異論が出

なかった。決定に向けた新しい期限は示さなかった。29 日の全

国幹事長会議で地方組織に説明する。 

社民党が 21 日に地方組織の幹部を集めたブロック事務局長会議

では「判断する情報が不足している」「時期尚早だ」など慎重な

意見が相次いだ。全都道府県に組織を抱え、地方ごとに賛否が

分かれている。 

政党合流を巡っては立民が昨年 12 月 6 日、国民民主党や社民な

どに呼びかけた。立民と国民民主は党名や政策などで折り合わ

ず当面見送ることになった。（日経デジタルニュースより抜粋） 
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社民２月に党首選へ 党員投票、初めて実施せず 

 社民党は 30 日の常任幹事会で、2月の定期党大

会で党首選を実施することを決めた。ただ党員投

票ではなく、党大会に出席する代議員による選出

となる。党によると、党員参加による党首選を実

施しないのは初めて。 

 党首選をめぐっては、又市征治党首の任期が 2

月までのため、今年 1月の実施をいったん決めて

いた。だがその後、立憲民主党から政党合流の呼

びかけがあり、合流協議のため延期していた。合

流可否の判断を先送りしたため、2月の党大会で

の党首選を改めて決めた。 

 党員投票を実施しないことについて、吉川元・

幹事長は「党首公選は党内民主主義の象徴だが、

今回は時間的な制約もあり、やむを得ない」と述

べた。   （朝日デジタルニュースより抜粋） 



中間貯蔵施設稼働、大きくズレ込む？？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 現在まで稼働時期を７回にわたり、

先延ばししており、RFS 社の公式見解で

は 2021 年度となっています。延期の要

因は東日本大震災以降の「新規制基準

による事業変更許可及び当該施設に係

る設計及び工事の方法の認可」が下り

ていないこととされています。具体的

には貯蔵キャスクの堅牢性が課題とな

っているとされています。 

 この間、マスコミでも再三にわたり

RFS 社の原子力規制委員会の審査のため

の準備書面の提出遅れなどが規制委員

長からも皮肉たっぷりに指摘がされて

いました 

 しかし、過日の 1/28 の東奥日報紙で

は中間貯蔵施設の稼働は『再処理事業

とセット』と東電社長が表明したよう

に中間貯蔵単独の操業に否定的な考え

を述べています。 

 こうした背景での RFS 社の牛歩戦術

とも受け取れます。  
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